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北海道日本型直接支払推進協議会
事務局長　小　松　淳　一　
多面的機能支払交付金における総会及び実施状況報告等について
　本協議会の推進運営につきましては、日頃よりご理解ご支援賜り厚くお礼申し上げます。
　このことにつきましては、多面的機能支払交付金実施事務取扱要領（平成29年3月31日付け農設第462号農政部長通知）（以下「道事務取扱要領」という。）等に基づき道協議会を経由し提出頂く必要がありますが、次のとおり留意事項等を整理しましたのでご案内いたします。
また、併せて農林水産省が行う抽出検査の指導等（別紙参照）を踏まえ、報告書類を整理していますので、関係活動組織等へのご指導をよろしくお願いいたします。
記
１　規約等に基づき総会等を開催
　　活動組織規約（以下「規約」という。）に基づき総会を、広域協定運営委員会規則（以下「委員会規則」という。）に基づき運営委員会を開催すること。
（１）総会及び運営委員会の開催

①条文：規約第７条及び委員会規則第７条による。

②留意事項：招集に係る通知の時期と方法について。
（２）総会の議決方法等
①条文：規約第９条及び委員会規則第９条による。

②留意事項：別紙「抽出検査における指導事例について」の４による。
③別紙の補足事項

・組織の役員は、執行部に位置付けられるため、欠席する場合は役員以外に委任すること。
・総会の成立、各議案の賛成・反対の人数（※「賛成多数」は不可）を含め総会の決定事項を記載した書面等により周知する。なお、原則、議長は採決には加わらないため、出席者総数に含まれません。
・回覧等により周知する場合、確認した日付を記載させるなど構成員が確認したことを明確にすること。

（３）決算及び監査
①条文：規約第２３条及び委員会規則第２９条により

②留意事項：監査実施日と総会承認日の関係

２　事業年度等の扱い

当該年度の全ての活動を了し債権が確定している場合は、３月３１日以前であっても監査を受け総会を開催することが可能です。ただし、止むを得ず監査終了後に収支の移動が生じた場合は、再度、監査を実施し、総会（書面総会含む）を実施してください。なお、実施状況報告書等に記載する収支実績と齟齬がないことを確認願います。
３　実施状況報告書の提出
（１）提出期限　　平成２９年４月２５日（月）　※書面必着
（２）添付書類

関係機関からの指導により、１及び２に記載の内容が確認できる資料の添付が必要となります。これらの書類については、議事録で取りまとめるほか、必要事項を記載した総会議案表紙の写し（別添「参考１_総会議案表紙」）と監査報告書の写し（別添「参考２_監査報告」）を併せて添付することで代えることができます。なお、市町村にあっては、参加同意書の人数と照らし合わせる等、これらの資料の内容が適正であることを必ず確認してください。
（３）提出先
道事務取扱要領に記載のとおり、次のとおり整理してください。
また、次に示す様式の関連規程は次のとおりです。

中山間地域等直接支払・環境保全型農業直接支払の報告と併せて行う場合は、様式が異なりますのでご留意ください。
　　　●関連規程　　様式第○号：国実施要領　、　道様式第○号：道事務取扱要領、
別記様式第○号：国実施要領別記

①活動組織等→市町村（様式第1-8号）
　○添付書類 ： 活動記録（道様式第3号）、金銭出納簿（道様式第4号）、上記（２）の書類。
②市町村→道協議会（様式第1-9号）
　○添付書類 ： ①の書類一式、別記3-1様式第1号・第2号・第3号・第4号・第5号
　　※別記3-1様式第1号と第2号は必須、第3号は必要に応じて添付。
　　※別記3-1様式第4号と第5号は資源向上支払（長寿命化）に取組む組織のみ必要。
　（４）その他

①　書類の確認等に際しては、「実施状況に係る確認の手引き（平成26年度版）」を確認のうえ整理してください。
確認の手引きは平成26年度版のため様式等に若干の違いはありますが、確認頂く視点は同じとなっていますので、道協議会ＨＰからダウンロードのうえ活用してください。
http://www.do-nouchimizu.com/wp-content/database/m2014120201.pdf
※上記URL又は道協議会HP　→データベース　→マニュアル　からアクセスしてください。
②　実施状況報告書(様式1-8号)の支出の部「返還」の欄に記載する返還金は、要件違反による返還金額を記入するもので、毎年確認している面積精査により面積減となった場合の自主返還金はこの欄には該当しませんので、作成に当たって関係活動組織に対する指導をお願いします。
　　　③　実施状況報告書(様式1-9号)別紙の作成にあたっては、別添「作成留意事項」により整理してください。
　　　④　平成26年度時点の活動計画書のⅠ．１の活動終了年度が、平成28年度になっている活動組織にあっては「地域資源保全管理構想」を作成する必要があります。提出期限は、平成29年2月13日付けメール通知に記載のとおり4月25日としていますので、併せて提出してください。
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